
地域経済牽引事業計画作成に係る留意点

Ⅰ １ 地域経済牽引事業の内容及び実施時期
（１）地域経済牽引事業を行うに当たって活用する地域の特性及びその活用戦略

〇基本計画における「地域の特性及びその活用戦略」から事業内容に合致するものを記載してください。
・市町村基本計画に定められた「地域の特性及びその活用戦略分野」を優先して記載してください。
・地域経済牽引事業の内容が市町村基本計画に定められた「地域の特性及びその活用戦略分野」に合致しない場合及び地域経済
牽引事業を行う場所の市町村が基本計画を有していない場合は県全域基本計画を活用してください。

〇日本標準産業分類の中分類名で記載してください。

Ⅰ １ 地域経済牽引事業の内容及び実施時期
（２）地域経済牽引事業として行う事業の内容（関連する業種）

Ⅰ １ 地域経済牽引事業の内容及び実施時期
（２）地域経済牽引事業として行う事業の内容 （事業の実施背景（これまでの経緯））

〇下記項目について記載してください。
・創業から現在に至るまでの事業展開
・貴社製品（サービス）に係る市場の動向及び今後の見通し。
・貴社製品（サービス）の強み
※同業他社と比較したときの優位性
※「どのような技術」を活用して「どのような製品(サービス)」を提供するのか
※貴社製品（サービス）に対する客観的な評価（受賞歴等）



Ⅰ １ 地域経済牽引事業の内容及び実施時期
（２）地域経済牽引事業として行う事業の内容（今後の具体的な事業内容）

〇今後行う事業内容「商品開発・研究」「用地取得」「施設建設」「人材確保・育成」「原料仕入」「販路拡大・広告宣伝」等の視点で
スケジュールを記載してください。
※別紙2－2の内容と整合を図ってください。

Ⅰ １ 地域経済牽引事業の内容及び実施時期
（２）地域経済牽引事業として行う事業の内容（付加価値創出額）

〇事業開始前直近事業年度と事業最終年度を比較してください。
※計画承認日を含む事業年度が事業開始期になります。
※別紙2－1の数字と整合を図ってください。

Ⅰ ３ 地域経済牽引事業の実施による経済的効果
（見込み）

〇事業開始事業年度と事業最終年度を比較してください。
※別紙2－1の数字と整合を図ってください。
※（付加価値創出額）とは基準年が異なるので御注意ください。

Ⅰ ５ 法第２４条に定められた課税の特例 に係る主務大臣の確認を受けようとする場合には、地域経済牽引事業
の用に供する施設又は設備に関する事項

〇課税の特例を受ける場合、本項目に対象となる「土地」「建物」「機械設備」の取得スケジュール、投資額の見込みを記載してください。
※「土地」に係る不動産取得税課税免除については対象施設の垂直投影部分のみとなります。
※同じく「土地」に係る不動産取得税課税免除については土地取得後1年以内に建屋建設着手があった場合に限ります。



地域経済牽引事業計画の申請について

〇 正式申請前にドラフト版を提出してください。
・「ドラフト版提出→内容調整→正式申請→計画承認」という流れになります。
・ドラフト版はWordファイル及びExcelファイルで御提出ください。
※PDFファイルは不可
・内容調整から計画承認まで概ね2か月を要します。

【提出先】
新潟県産業立地課 立地推進係
（提出先：電子データ）
E-mail：ngt050080@pref.niigata.lg.jp

950-8570
新潟県新潟市中央区新光町４番地１

☆課税の特例を受ける場合、対象施設の「着工前」に県承認を受ける必要があります。
☆施設建設がなく、機械設備を投資する場合は対象機械設備の「導入前」に県承認を
受ける必要があります。

mailto:ngt050080@pref.niigata.lg.jp

